
５－１　工業の推移                         　　　　　　           （各年6月1日現在）

年 年 事業所数 従業者数 現金給与総額 原材料使用額等 製造品出荷額等 （粗）付加価値額

(西暦) (和暦) (事業所) (人) (万円) (万円) (万円) (万円)

2016年 平成28年 132 4,595 1,955,146 6,573,038 11,715,070 4,470,494

2017年 平成29年 130 5,524 2,298,269 8,206,675 13,443,129 4,414,456

2018年 平成30年 130 5,783 2,392,937 8,532,690 14,093,770 4,580,136

2019年 令和元年 126 5,328 2,371,610 9,120,460 14,391,301 4,308,344

2020年 令和2年 119 5,313 2,449,277 9,021,054 14,793,892 4,834,202

2021年 令和3年 112 4,641 2,089,901 7,091,448 11,922,949 3,988,614

2022年 令和4年 135 4,827 2,061,457 6,851,167 12,184,686 4,932,542

2023年 令和5年 133 4,674 2,039,166 7,562,865 13,173,088 5,163,926

2024年 令和6年 133 4,592 2,195,870 8,087,530 14,079,417 5,527,486

１）数値は従業者数4人以上の事業所。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：工業統計調査（平成29年・平成30年・令和元年・令和2年）

２）工業統計調査は令和2年の調査をもって廃止。 経済センサス-活動調査（平成28年・令和3年）

３）経済構造実態調査は商業統計調査や工業統計調査等4調査を統合・再編し実施。 経済構造実態調査（令和4年・令和5年・令和6年）

４）2022年（令和4年）以降の「現金給与総額」の項目名は、「事業に従事する者の人件費及び派遣受入者に係る人材派遣会社への支払額」

５）2022年（令和4年）以降の「原材料使用料額等」の項目名は、「原材料・燃料・電力の使用額等」

６）2022年（令和4年）以降の「付加価値額」の項目名は、「粗付加価値額」


